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平成15年度ITSSP地域事業企画応募要領

1． 平成15年度ITSSP地域事業について

平成15年度のITSSP地域事業として実施をするものは下記の6事業です。

整理No.
平成15年度に実施するITSSP地域事業名称

１
経営者交流会

２
経営者研修会

３
計画書策定コンサルティング

４
IT投資コンサルティング

５
IT化事例発表会

６
マニュアル作成支援

マニュアル作成支援を除く上記事業の関係は下図のとおりです。



２．平成15年度ITSSP事業実施期間について

　　平成15年度のITSSP事業の実施期間は平成15年5月～平成15年11月末までとします。

　ただし、経営者研修会、IT化事例発表会、及びマニュアル作成支援の３事業に関しては、平成16年1月～3月実施分について、平成15年10月頃再募集を行う予定です。この時期の実施を希望する場合には、下記４．③のとおり、提出様式3にてご連絡下さい。

３．募集対象機関（実施機関）について

　　①　募集対象機関としては、公益性を担保でき、中小企業のIT化推進に効果が期待できる機関、例えば、地域ソフトウェアセンタ等第3セクタ、公益法人、商工会議所・商工会等中小企業関係団体、NPO法人、あるいは前年度までにITSSP事業を実施した機関・法人（以下「実施機関」という）とします。

　　②　ITコーディネータ協会からITC及びITC補等で構成される協議体等にも事業企画募集の案内を行いますが、ITC及びITC補が事業企画を応募する場合は、実施機関と事前に調整の上、同実施機関から提出することになります。

　　

４．企画提出方法について

　　　　実施機関からの応募（企画提案）方法は、一事業毎に、　

1 「平成15年度ITSSP地域事業企画書」………提出様式１

2 「平成15年度ITSSP地域事業企画費用積算書」………提出様式２

3 「平成16年1月～3月実施予定のITSSP地域事業企画リスト」………提出様式３（平成16年1月～3月に実施の場合）

を一式作成頂き、当該機関の所在地を管轄する経済産業局にご提出下さい。

　なお、記載するに当たっては【添付資料2】「平成15年度ITSSP地域事業計画作成に当たってのガイドライン」をご参照下さい。

５．応募された企画の選定について

　　　　応募された事業企画に関して、関係者（経済産業省、情報処理振興事業協会等）で内容を評価し、効果の高いと判断される事業企画を選定し、実施機関へ事業実施の依頼を行う予定です。

　

６．各事業の内容及び成立条件等について


６-1　経営者交流会

【内容】

経営革新及び戦略的IT化について関心の高い経営者が集まり、共通の課題や目的について専門家（ITC等）の指導の下、意見交換しつつ相互啓発を行うと共に、実施に向けての事前検討をする事業です。

【成立条件】

1 参加者の主体が中小企業の経営者であること

2 本事業終了後、次の経営者研修会等（ITSSP事業でなくても可、一種類の事業でなくても可）へ進む計画があること

3 1交流会に参加する経営者を概ね10名以上集めること

4 1交流会当たりの開催回数は概ね4回以上10回以下であること

5 専門家（原則ITC）が1名以上で指導を行うこと

6 別途指定する報告書が提出すること

7 平成15年11月までに事業が終了すること。

　【その他】

　　　評価に関しては、他事業と関連付けた企画、もしくは地方自治体等波及効果が期待できる機関との連携企画を優先する予定です。

６-２　経営者研修会

【内容】

　　　経営革新及び戦略的IT化について意識の高い経営者が、自社の経営戦略立案及び情報化企画書の策定の手法を講義及びケーススタディ等の研修をしながら作成する事業です。

【成立条件】

1 参加者が中小企業の経営者または情報化責任者であること

2 1研修会に参加する経営者または情報化責任者を概ね10名以上集めること

3 1研修会当たり合計20時間程度以上の研修が実施できること

4 専門家（ITC等）が2名以上（経営系の専門家とIT系の専門家各1名以上）で指導を行うこと

5 指導する専門家（ITC等）に関しては事前にITSSP事務局の承認を得ること

6 研修会で作成された各社の経営戦略や情報化企画書等を提出すること

7 平成15年11月までに事業が終了すること。なお、平成16年1月～3月実施分については、平成15年10月頃再募集を行う予定です。

６-３　計画書策定コンサルティング

【内容】

　　　ITSSP事業等を通じてIT化を実施したいと考えている経営者が、具体的なIT投資をするためのRFP等の発注仕様書やIT化実施計画書作りまでを支援する事業です。
【成立条件】

1 1名ないし2名の専門家（ITC等）が概ね4回以上10回以下の個別コンサルティングを行うことで、仕様書等を完成すること

2 1回のコンサルティングは半日(3時間)以上とすること

3 個別コンサルティングを実施する企業選定及び個別コンサルティング状況の中間チェック･アドバイス等を行うことによって目的が十分達せられるよう、事業実施に必要なアドバイザリ委員会を設置すること。なお、アドバイザリ委員は識者(経営に造詣が深い識者で、他経営者を指導できる経営者が望ましい)、個別コンサルティングに参加していない専門家、実施機関職員等とし、委員会は企業選定時、中間時、個別コンサルティング終了時の3回以上開催すること。また、アドバイザリ委員会には委員以外にコンサルティングを担当した専門家と、可能な限り参加企業経営者も参加させること

4 別途指定する報告書（完成した仕様書等）を提出すること

5 進捗状況（プロセス）及び結果を事例として公開すること

6 実施機関が一貫して事業のコーディネーションを行うこと

7 平成15年11月までに事業が終了すること

【その他】

　　計画書策定コンサルティングにおいて、中小企業総合事業団が実施しているIT推進アドバイザ制度との組合せが利用できる可能性がありますので、組合せを考えている場合にはその旨明記下さい。IT推進アドバイザ制度の利用に関する中小企業総合事業団との調整はITSSP事務局で行います。
６-４　IT投資コンサルティング

【内容】

　　　RFP等の発注仕様書やIT化実施計画書作成まで至っている経営者が具体的IT投資を効果的に進められるよう、調達、開発及び運用の各段階に関する助言、モニタリングまで経営者を支援する事業です。

【成立条件】

1 1名ないし2名の専門家（ITC等）が概ね4回以上10回以下の個別コンサルティングを行うことで、IT化投資の実施、運用確認、モニタリングにより実施の円滑化を支援すると共に効果を把握すること

2 1回のコンサルティングは半日(3時間)以上とすること

3 個別コンサルティングを実施する企業選定及び個別コンサルティング状況の中間チェック･アドバイス等を行うことによって目的が十分達せられるよう、事業実施に必要なアドバイザリ委員会を設置すること。なお、アドバイザリ委員は識者(経営に造詣が深い識者で、他経営者を指導できる経営者が望ましい)、個別コンサルティングに参加していない専門家、実施機関職員等とし、委員会は企業選定時、中間時、個別コンサルティング終了時の3回以上開催すること。またアドバイザリ委員会には委員以外にコンサルティングを担当した専門家と可能な限り参加企業経営者も参加させること

4 具体的なIT投資が伴うため、本事業実施に当たっては、個別コンサルティングを受ける企業と実施機関の間で責任範囲の明確化（IT化投資の責任は各企業にあることや、投資効果に対して実績値を保障するものではない等）のための同意書の取り交しを行うこと

5 進捗状況（プロセス）及び結果を事例として公開すること。ただし、企業秘密に関わる部分に関しては公開の対象外とする。

6 実施機関が一貫して事業のコーディネーションを行うこと

7 平成15年11月までに事業が終了すること

６-５　IT化事例発表会

　【内容】

　　　ITSSP事業等を通じて他社の参考となるようなIT化を実施した企業の事例を紹介する事業です。

【成立条件】

1 事例発表会の標準構成は（基調講演）＋（事例講演）＋（パネルディスカッション）＋αとし、（事例講演）は必須項目とする。なお、事例講演は複数事例発表をすることが望ましい。

2 事例講演の講師は原則、事例実施企業の経営者とする。なお、経営者とその企業のIT化を指導したコーディネータとの分担での発表でも構わないものとする。

3 事例講演は聴衆である中小企業経営者が事例として十分理解し、参考とすることが出来るように発表時間を十分に取ること

4 ITコーディネータのPRあるいはITコーディネータ制度の紹介を上記構成に付加すること（上記α部分）は構わないが、主テーマではないので30分以内にとどめること

5 参加者として中小企業経営者を30名以上集めること。なお、専門家（ITC等）の参加を拒まないが、専門家の出席により、中小企業経営者の参加人数に制限を加えないこと。

6 　IT化事例発表会を「経営者交流会」「経営者研修会」「計画書策定コンサルティング」「IT投資コンサルティング」等を実施する前段としての集客用セミナに位置付けして実施することもできる。

7 平成15年11月までに事業が終了すること。なお、平成16年1月～3月実施分については、平成15年10月頃再募集を行う予定です。

６-６　マニュアル作成支援

　【内容】

　　　複数の専門家（ITC等）や経営者の知恵を集め、業種別、業態別、IT化の手法別等に特化した経営戦略の策定、情報化計画の策定及び情報化の推進等に有効なマニュアルを作成し、広く公開することにより経営者が経営戦略や情報化計画の立案・実施に資するための事業です。

【成立条件】

1 世の中に既に同様のマニュアルがなく、新規に作成する必要があること

2 必要に応じ、経営者を含めた委員会を設けること

3 別途指定する報告書(成果物等)を提出すること

4 マニュアル作成支援事業により作成されたマニュアル等の成果物は公開すること。なお、成果物に関する著作権は国が保有することとなる。

5 平成15年11月までに事業が終了すること。なお、平成16年1月～3月実施分については、平成15年10月頃再募集を行う予定です。

以上
【添付資料１】
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